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Ⅰ 児童相談所の概要 

 

 

１ 管内人口等の状況 

  

岩見沢児童相談所は、空知総合振興局管内 10

市 14 町を所管しています。 

管内人口は、昭和 15 年以降米や石炭の増産とと

もに増加し、昭和 35 年の国勢調査では、824,386

人に達しましたが、この年をピークに、主要産業

（石炭産業、米作農業)の衰退、都市への人口流出

などにより急激に減少してきました。平成 27 年の

国勢調査では 308,336 人となり、平成 22 年の

365,594 人と比較して 10 年間で約 15.7％減少と、

減少傾向は続いています。 

18 歳未満の児童人口の推移を見ると、平成 17

年の 52,909 人から平成 27 年の 37,489 人に、10

年間で 15,420 人（約 30％）減少しています。 

人口に占める 18 歳未満の児童の割合（児童人口

比率）では、平成 17 年には 14.5％で 6.9 人に 1

人が児童でしたが、平成 27 年には 12.2％と 8.2

人に 1 人が児童という状況になっています。 

地域別の児童人口比率(平成 27 年国勢調査によ

る推計)を見ると、雨竜町 16.9％、新十津川町 13.9

％、岩見沢市 13.4％などが高いのに対して、夕張

市 7.3％、月形町 7.4％、歌志内市 7.8％などで低

くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・管内総面積    5,791.19 ㎡ 

・管内総人口    285,302 人 

                令和 2 年 3 月末 

                住民基本台帳による 

・管内児童人口  36,283 人 

  （18 歳未満） 平成 27 年国勢調査 

               児童人口割合による推計 
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２ 沿 革 

 

○昭和 23 年１月１日 

 児童福祉法施行 

 （都道府県に児童相談所設置を義務づけ) 

 

○昭和 23 年 7 月 10 日 

 札幌児童相談所（現中央児童相談所）（石狩・

空知・後志・渡島・檜山・胆振・日高の各支庁

管内を管轄）、旭川児童相談所（上川・留萌・

宗谷・網走の各支庁管内を管轄）、帯広児童相

談所（十勝・釧路・根室の各支庁管内を管轄）

を設置 

 

○昭和 29 年 7 月 1 日 

 中央児童相談所から岩見沢児童相談所（空知支

庁管内を管轄）が分離  

〈場所〉岩見沢市 6 条東 9 丁目 

 

※昭和 24 年釧路及び函館、27 年北見、39 年室蘭、 

47 年札幌市の各児童相談所設置により、現行の

9 児童相談所体制に 

 

○昭和 52 年 12 月 26 日 

新庁舎へ移転（現在地） 

 <場所>岩見沢市鳩が丘 1 丁目 9 番 16 号 

 

 

 

 

 

  

 

 

オレンジリボンには子ども虐待を 

防止するというメッセージが込め 

られています。 

 

 

 

 

 

○平成 30 年 11 月 26 日 

 一時保護所の増築 共用開始 

 

【既存棟】 

構 造 ブロック造陸屋根平屋建て 

建物延べ面積 580.86 ㎡ 

 

【増築棟】 

構 造 鉄筋コンクリ－ト造平屋建て 

建物延べ面積 463.80 ㎡ 

一時保護所入所定員 20 名 

全体敷地面積 2,851.21 ㎡

○平成 16 年 4 月 1 日  

組織機構改正により、道の組織名としては空知 

 保健福祉事務所児童相談部に 

 

○平成 22 年 4 月 1 日 

組織機構改正により、道の組織名としては空知

総合振興局保健福祉部児童相談室に 

幌加内町が旭川児童相談所の所管となり 10 市

14 町所管に 

 

○ 令 和 2 年 4 月 1 日  

 組織機構改正により、道の組織名としては岩

見沢児童相談所に 

 

 



① 相談の受付、受理・措置事務

② 受理・援助方針会議の実施

③ 児童虐待防止対策推進事業

④ 巡回児童相談等の企画調整事務

⑤ 障害児施設給付費の支給決定事務

⑥ 事業の企画、連絡調整事務


⑦ 所内の統計事務

① 管内市町との相談支援体制の支援

② 管内市町職員の研修に関すること

③ 要保護児童対策地域協議会に関すること

④ 子ども家庭総合支援拠点に関すること

① 里親制度の普及啓発

② 里親の登録・育成指導・養育援助

③ 里親・里子に関する事務

① 職員の人事及び給与事務

② 文書の収取、発送及び保存

③ 会計事務

④ 児童相談所の施設管理及び維持

① 児童の医学的・心理学判定（診断）

② 心理治療及び助言指導に関する事務

③ 虐待者（保護者）の心理的ケア

④ 一時保護児童の心理的ケア

⑤ 判定書、療育手帳、各種証明書等の交付事務

① 一時保護時の生活指導、学習指導

② 一時保護児童の行動観察

③ 一時保護児童の入退所事務

④ 一時保護児童の心理的ケア

⑤ 一時保護児童の給食に関する事務

⑥ 土日、祝日の虐待通告等対応事務

① 児童の福祉に関わる相談、調査、指導及び

措置事務

② 虐待等に関わる保護者指導

③ 関係機関との連絡、連携

① 児童虐待相談の補助的業務

3

1 ① 法的対応に関すること
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児童福祉司　1

1

4
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一時保護（児童虐
待）対応協力員

1

主査(庶務)

(兼地域支援課長)

専門主任

公務補

1
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福祉専門員

児童虐待対応協力員
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４　地域の現況
　

18

対1000人

夕 張 市 7,744 605 7.8 　 3 1 1 1 1 1 1 38 62.8

岩 見 沢 市 79,814 11,029 13.8 1 1 1 3 12 3 5 5 14 9 4  1 12 380 34.5

美 唄 市 20,839 2,505 12.0 1 1 1 3 5 1 2 3 3 2 1 1 120 47.9

芦 別 市 13,036 1,388 10.6 　 2 1 1 1 2 2 1 1 68 49.0

赤 平 市 9,826 993 10.1 0 2 2 1 1 3 1 0 0 0 5 56 56.4

三 笠 市 8,223 902 11.0 1 1 1 1 0 2 2 1 1 30 33.3

滝 川 市 39,409 5,448 13.8 0 5 0 2 2 6 4 3 0 0 11 187 34.3

砂 川 市 16,692 2,176 13.0 　 3 2 1 1 5 2 1 76 34.9

歌 志 内 市 3,092 263 8.5 1 　 　 1 1 2 20 76.0

深 川 市 20,153 2,423 12.0 3 6 1 1 2 6 2 3 1 52 21.5

市 計 218,828 27,732 12.7 1 2 1 1 9 37 16 13 15 43 27 16 1 2 34 1,027 37.0

南 幌 町 7,464 957 12.8 1 1  1  1 1 1 1   39 40.8

奈 井 江 町 5,290 656 12.4 1 　 1 1 1 1 　 3 23 35.1

上 砂 川 町 2,856 286 10.0 1 　 1 1 1 8 28.0

由 仁 町 5,022 668 13.3 1 1 1 　 1 1 12 18.0

長 沼 町 10,576 1,431 13.5 　 2 1 1 1 1 1 1 　 1 37 25.9

栗 山 町 11,555 1,543 13.4 2 2 1  3 1 1   1 35 22.7

月 形 町 3,081 242 7.9 1 　 1 　 1 1 1 13 53.7

浦 臼 町 1,769 239 13.5 1 　 1 1 13 54.4

新十津川町 6,511 930 14.3  1  1 1 1 1 1 1 20 21.5

妹 背 牛 町 2,883 336 11.7 1 　 1 1 1 14 41.7

秩 父 別 町 2,376 278 11.7 1 　 　 1 1 10 36.0

雨 竜 町 2,309 418 18.1 　 1 1 1 1 6 14.4

北 竜 町 1,784 222 12.4 　 1 1 1 1 9 40.5

沼 田 町 2,998 345 11.5 1 　 1 　 1 1 20 58.0

町 村 計 66,474 8,551 12.9 0 0 0 0 11 8 2 10 2 16 14 6 1 1 7 259 30.3

管 外 4

合 計 285,302 36,283 12.7 1 2 1 1 20 45 1 23 17 59 41 22 2 3 41 1,290 35.6

　

令和元年度児
童
福
祉
施
設

児童人口（18歳未満）は、人口総数をもとに平成27年国勢調査による児童人口比率から推計。

児
童
養
護
施
設

知
的
障
害
児
施
設

人口総数は、令和2年3月末日住民基本台帳による。
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人
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（

％
）

児
童
人
口
（

歳
未
満
）

児童館・幼稚園については、休止施設除く。
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支
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セ
ン
タ
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市 町 村 名

特
別
支
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学
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（

養
護
学
校
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Ⅱ 児童相談所の業務

１ 業務内容

児童相談所は、児童福祉法（以下「法」という。）第12条

に基づき設置されている児童に関するあらゆる相談に応

ずる児童福祉の専門的行政機関です。

児童相談所は、法により「児童相談所の業務」、「児童

相談所長のとるべき措置」及び「都道府県のとるべき措

置」（知事から児童相談所長に権限委任）が規定されてお

り、次のような業務を行っています。

（１） 相談業務

｢児童に関する家庭その他からの相談のうち、専門

的な知識及び技術を必要とするものに応ずること」（法

第11条第1項第2号ロ）とされており、原則として18歳

未満の児童に関するおよそすべての問題が相談の対

象となっています。

（２） 調査・診断・判定業務

「児童及びその家庭につき、必要な調査並びに医

学的、心理学的、教育学的、社会学的及び精神保健

上の判定を行うこと」（法第11条第1項第2号ハ）とされ

ており、受け付けたケースについて、児童と その家

庭の状況を理解し、その児童や家庭に対してどのよう

な援助が適切で必要かを判断するための社会診断、

心理診断、医学診断、行動診断等を行います。そし

て、これらをもとに総合的に判断し、援助方針を作成

します。

（３） 援助業務

前記（２）の援助方針に基づいて児童、保護者、関

係者に対して指導、措置等具体的援助を行います。

① 助言指導・継続指導(法第１１条第１項第２号ニ）

助言指導は、１回ないし数回の助言、指示、説得

得などにより問題が解決すると考えられる指導で

す。継続指導は、複雑困難な問題を抱える児童

保護者に対して児童相談所への通所や児童相

談所職員の訪問により、継続的なカウンセリング

や指導を行うものです。

② 児童福祉司指導措置（法第２６条第１項第２号・法第２７条第１項第２号）

複雑困難な家庭環境にある児童など、処遇に専

門的知識、技術を要するケースに対して、児童福祉

司が中心となって行う措置で、必要に応じて心理判

定員や医師などが参加することもあります。

③ 児童委員指導措置（法第２６条第１項第２号・ 法第２７条第１項第２号）

問題が家庭環境にあり、児童委員による家庭関係

の調整や経済的援助等により解決すると考えられる

ケースに対して行う場合があります。

④ 里親委託・児童福祉施設入所措置（法第２７条第１項第３号）

前記の指導や措置では問題の解決が困難な場合

に、里親委託や、乳児院、児童養護施設、児童自立

支援施設、児童心理治療施設等の児童福祉施設へ

の入所措置がとられます。（障害児施設についても、

入所措置がとられる場合があります。）

⑤ 障害児施設支援（法第２４条の２～第２４条の２３)

知的障害児施設、肢体不自由児施設、重症心身

障害児施設等の障害児施設の入所については、原

則として利用契約制度であり、本人又は保護者が施

設利用を希望した場合に、申請に基づき児童相談所

は施設利用の適否を判断します。（児童相談所が適

当と認めた場合、本人又は保護者と入所希望施設と

の間で契約を結びサービス提供を受けます。)

（４） 一時保護

次のような場合に「児童の一時保護を行うこと」

（法第11条第1項第2号ホ、第33条)になります。

① 迷子や家出、被虐待など、保護者がいないか保

護者がいてもその保護に委ねることが不適当な場

合の緊急一時保護

② 性格や行動を把握し援助指針を決定するため、

行動観察や生活指導を行うための一時保護

③ 施設入所等が困難で短期間の心理療法・カウン

セリング・生活指導等が有効な場合等の短期一時

保護

なお、市町村は、法第10条第1項第3号により「児童及

び妊産婦の福祉に関し、家庭その他からの相談に応じ、

必要な調査及び指導を行うこと並びにこれらに付随する

業務を行うこと」が規定されており、第一義的な相談窓口

として必要な対応を行います。



２　業務の流れ
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養育環境の不備 心身の障害 非行問題 健全育成

相談者・通告者

受理会議

相談・調査 診断・判定

児童相談所

受付

一時保護
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３ 相談の種別と内容

児童相談所は、１８歳未満のすべての児童が、その個性に応じて健やかに成長するため、あらゆる相談に

応じており、相談内容を次のように区分しています。

相 談 種 別 内 容

養 護 相 談 父又は母等保護者の家出、失踪、死亡、離婚、入院、稼動及び服役等による養

育困難児に関する相談

棄児、迷子、被虐待児、被放任児等環境的問題を有する児童に関する相談

養子縁組に関する相談

保 健 相 談 未熟児、虚弱児、肥満、小児喘息などに関する相談

障 肢 体 不 自 由 相 談 身体の不自由な児童や運動発達の遅れに関する相談

視 聴 覚 障 害 相 談 目や耳の不自由な児童に関する相談

害

言語発達障害等相談 ことばの発達の遅れなどの心配に関する相談

相 重症心身障害相談 重度の知的障害と肢体不自由をあわせもつ児童（者）に関する相談

知 的 障 害 相 談 知的障害のある児童に関する相談

談

発 達 障 害 相 談 自閉症状、学習障害、注意欠陥多動性障害等のある児童に関する相談

非 ぐ 犯 行 為 等 相 談 家出、深夜徘徊、性的問題などに関する相談

行

相 触 法 行 為 等 相 談 盗み、恐喝などの法律に触れる行為があり、警察から通告があった児童に関す

談 る相談

育 性 格 行 動 相 談 内気、緘黙、反抗、家庭内暴力などの性格行動に関する相談

成 不 登 校 相 談 学校に行けない、行きたがらないなどの不登校に関する相談

相 適 性 相 談 進学適性、職業適性、学業不振などに関する相談

談 育児 ・ し つけ相談 家庭内における幼児のしつけ、児童の性教育、遊びなどに関する相談

そ の 他 の 相 談 上記のいずれにも該当しない相談


